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はじめに

　2027 年 4 月から原則適用が予定されている「リースに

関する会計基準」は、主に借手の会計処理に影響がある

ため、FM 財務評価でもその影響を考慮する必要がある。

リース会計基準の概要

　リース会計基準等では「リース」について「原資産

を使用する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転

する契約又は契約の一部分」と定義している。「原資産」

とは「リースの対象となる資産で、貸手によって借手

に当該資産を使用する権利が移転されているもの」と

している。

　使用権資産については、リース開始日に算定された

リース負債の計上額にリース開始日までに支払った借手

のリース料、付随費用および資産除去債務に対応する

除去費用を加算し、受け取ったリース・インセンティブ

を控除した額により算定する。

リース会計基準等が FM 財務評価に与える影響

　ファシリティコストは「管理会計」の視点で体系化さ

れているが、リース会計基準が適用されると科目「賃借

料」に含まれる「支払地代」や「支払家賃」が使用権

資産に係る「減価償却費」として計上され、有形固定資

産の「減価償却費」と区別できない。そこで両者を識

別するために、ファシリティコストでは「減価償却費（使

用権資産）」、「減価償却費（有形固定資産）」などの表

記で区別する方法が考えられる。

　借手の使用権資産については、次のいずれかの方法に

より貸借対照表に表示する。

　（1） 対応する原資産を自ら所有していたと仮定した場

合に貸借対照表において表示するであろう科目に含める

方法

　（2） 対応する原資産の表示区分（有形固定資産、無形

固定資産、投資その他の資産等）において使用権資産と

して区分する方法

　FM 財務評価では FM の管理対象ごと、所有か賃借か

の区分ごとに資産を把握することが望ましいとの観点から、

（2）の方法を推奨する。

　リース会計基準では「セール・アンド・リースバック

取引」を「売手である借手が資産を買手である貸手に譲

渡し、売手である借手が買手である貸手から当該資産

をリースする取引」と定義している。譲渡された資産と

リースされた資産が同一であることが重要な要素となっ

ている。

　施設投資評価では、割引率を構成する資本コスト率

（WACC）の算定においてリース負債が影響する。リース

会計基準が適用された場合、有利子負債が増加するため、

資本コスト率は低下することになり、将来のキャッシュフ

ローの影響が大きくなる。◀
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編註：リースに関する会計基準：金融庁が所管する公益財団法人 財務会計基準
機構の中の企業会計基準委員会（ASBJ）が主体になり検討・開発してい
る企業会計基準の 1 つ。
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